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エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく経済産業局長の処分に係る
審査基準等について

エネルギーの使用の合理化に関する法律(昭和５４年法律第４９号)（以下｢法」という｡）
に基づく経済産業局長の処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第５条第１項の
規定による審査基準及び同法第１２条第１項に規定する処分基準の策定に当たっての指針
を下記のとおり示すので、本指針を踏まえて審査基準及び処分基準を定められたい。

第１申請に対する処分

審査基準

（１）法第７条第４項に基づく第一種エネルギー管理指定工場の指定の取消し
法第７条第４項に基づく第一種エネルギー管理指定工場の指定の取消しは、同条第
３項に基づく第一種特定事業者の申出において、当該工場において事業を行わなくな
ったことが認められるとき、又は次の各号を勘案して当年度のエネルギーの使用の合
理化に関する法律施行令（以下「令」という｡）第２条第１項に規定する原油換算エ
ネルギー便用量（以下「原油換算エネルギー便用量」という｡）が同条第２項に規定
する数値以上となる見込みがなくなったことが合理的に認められるときに行う。
①最近の－年度における原油換算エネルギー使用戯

②当年度及びその翌年度の原油換算エネルギー使用鑓の見込み並びにこれらの見込
みの根拠

（２）法第１７条第４項に基づく第二種エネルギー管理指定工場の指定の取消し
法第１７条第４項に基づく第二種エネルギー管理指定工場の指定の取消しは、同条
第３項に基づく第二種特定事業者の申出において、当該工場において事業を行わなく
なったことが認められるとき、又は次の各号を勘案して当年度の原油換算エネルギー
便用量が令第６条に規定する数値以上となる見込みがなくなったことが合理的に認め
られるときに行う。

①最近の－年度における原油換算エネルギー使用通
②当年度及びその翌年度の原油換算エネルギー便用量の見込み並びにこれらの見込
みの根拠




